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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タワー（１２）に搭載される発光装置（１４）であって、該装置は、
　前記タワー（１２）の周囲の少なくとも一部上に、好適に前記タワー（１２）の全周上
に巻き付けられることが可能な、少なくとも１つの太陽光発電モジュール（２０）を具備
した電気エネルギ発生ユニット（１６）と、
　前記タワー（１２）に締結されるように構成された光エネルギ発生ユニット（１８）で
あって、
　　－外周を備えたハウジング（３６）と、
　　－前記電気エネルギ発生ユニット（１６）により発生した電気エネルギを蓄電するた
めの蓄電部材（３８）と、
　　－該蓄電部材（３８）の蓄電を調整するための調整部材（４０）と、
　　－前記蓄電部材（３８）により電力供給される光放出部材（４２）であって、前記ハ
ウジング（３６）の外周上に延びた光放出部材（４２）と、を備えた光エネルギ発生ユニ
ット（１８）と、
を含み、
　前記ハウジング（３６）は２つの部品（５４、５６）を備え、各部品（５４、５６）は
電気的トラック部分を具備し、２つの該トラック部分は、第２部品（５６）が第１部品（
５４）に接続された場合に、連続的なトラックを形成する
　ことを特徴とする発光装置。
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【請求項２】
　前記ハウジング（３６）は、前記蓄電部材（３８）および前記調整部材（４０）を具備
していることを特徴とする請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記ハウジング（３６）は、前記タワー（１２）と相補的な形状を有する凹部（５６）
を備えている請求項１または２に記載の装置。
【請求項４】
　前記電気エネルギ発生ユニット（１６）は、前記タワー（１２）の周囲の少なくとも一
部上に、好適に前記タワー（１２）の全周上に巻き付けられた太陽光発電モジュール（２
０）を保持するための支持体（２２）を含んでいることを特徴とする請求項１～３のいず
れか一項に記載の装置。
【請求項５】
　前記発光装置（１４）は無線標識装置（１４）であることを特徴とする請求項１～４の
いずれか一項に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの太陽光発電モジュール（２０）は、前記タワー（１２）の全周上
に巻き付けられることが可能であることを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載
の装置。
【請求項７】
　前記支持体は、リング（３０）および該リング（３０）を前記光エネルギ発生ユニット
（１８）に接続した２つの保持要素（３２、３４）を具備し、該２つの保持要素（３２、
３４）は直径上の互いに反対側にあることを特徴とする請求項４～６のいずれか一項に記
載の装置。
【請求項８】
　タワー（１２）と、
　該タワー（１２）に搭載された請求項１～７のいずれか一項に記載の装置（１４）と、
を具備していることを特徴とする無線標識システム（１０）。
【請求項９】
　タワー（１２）と、
　該タワー（１２）の周囲の少なくとも一部上に、好適に前記タワー（１２）の全周上に
巻き付けられることが可能な、少なくとも１つの太陽光発電モジュール（２０）を具備し
た電気エネルギ発生ユニットと、
　前記タワー（１２）に締結されるように構成された少なくとも１つの光エネルギ発生ユ
ニット（１８）であって、各光エネルギ発生ユニット（１８）は、
　　－外周を備えたハウジング（３６）と、
　　－前記電気エネルギ発生ユニット（１６）により発生した電気エネルギを蓄電するた
めの蓄電部材（３８）と、
　　－該蓄電部材（３８）の蓄電を調整するための調整部材（４０）と、
　　－前記蓄電部材（３８）により電力供給される光放出部材（４２）であって、前記ハ
ウジング（３６）の外周上に延びた光放出部材（４２）と、を備えた光エネルギ発生ユニ
ット（１８）と、
を具備しており、
　前記ハウジング（３６）は２つの部品（５４、５６）を備え、各部品（５４、５６）は
電気的トラック部分を具備し、２つの該トラック部分は、第２部品（５６）が第１部品（
５４）に接続された場合に、連続的なトラックを形成する
　ことを特徴とする無線標識システム（１０）。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つの太陽光発電モジュール（２０）は、前記タワー（１２）の全周上
に巻き付けられることが可能であることを特徴とする請求項８に記載の無線標識システム
（１０）。
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【請求項１１】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の装置（１４）をタワー（１２）に搭載するための
方法であって、
　前記太陽光発電モジュール（２０）を前記タワー（１２）に巻き付けるステップと、
　前記ハウジング（３６）を前記太陽光発電モジュール（２０）上に組み付けるステップ
と、
　を含んでいることを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タワーに搭載するための無線標識装置に関する。本発明は、そのような無線
標識装置を具備した無線標識システム、および無線標識装置の搭載方法にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の形式のタワーが存在している。一般的には、タワーは円筒形であり、ベース面は
任意の形状とし得る。一例としては、ベース面は円形、正方形、楕円形、または他の任意
の形状である。
【０００３】
　したがって、タワーの形状に関係なく、タワーに取り付けることが可能な無線標識シス
テムを提案することが望まれている。
【０００４】
　その目的のために、特許文献１から知られていることは、任意のタイプのタワーに適合
することが可能な、光ユニットの搭載のための機構である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第６，６８２，２０４号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、そのような装置は実施することが困難であるといった欠点を備えており
、それは光ユニットの挿入の前に、電力ケーブルの通路を設ける必要があるためである。
【０００７】
　したがって、タワーへの搭載がより容易に実施される無線標識装置の必要性が存在して
いる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　その目的のために、タワーに搭載される発光装置、特に無線標識装置が提案されている
。装置は、タワーの周囲の少なくとも一部上に、好適にタワーの全周上に巻き付けられる
ことが可能な、少なくとも１つの太陽光発電モジュールを具備した電気エネルギ発生ユニ
ットを含んでいる。装置は、タワーに締結されるように構成された光エネルギ発生ユニッ
トであって、外周を備えたハウジングと、電気エネルギ発生ユニットにより発生した電気
エネルギを蓄電するための蓄電部材と、蓄電部材の蓄電を調整するための部材と、蓄電部
材により電力供給される光放出部材であって、ハウジングの外周上に延びた光放出部材と
、を具備した光エネルギ発生ユニットも含んでいる。
【０００９】
　特定の実施形態によれば、発光装置は以下の１つ以上の特徴を単独で、または技術的に
可能な任意の組み合わせにより含んでいる。
－　ハウジングは、蓄電部材および調整部材を具備している。
－　ハウジングは、タワーと相補的な形状を有する凹部を備えている。
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－　ハウジングは、第２部品が第１部品に接続される２つの部品を備えている。
－　ハウジングは２つの部品を備え、各部品は電気的トラック部分を具備し、２つのトラ
ック部分は、第２部品が第１部品に接続された場合に、連続的なトラックを形成する。
－　電気エネルギ発生ユニットは、タワーの周囲の少なくとも一部上に、好適にタワーの
全周上に巻き付けられた太陽光発電モジュールを保持するための支持体を含んでいる。
－　支持体は、リングおよびこのリングを光エネルギ発生ユニットに接続した２つの保持
要素を具備し、２つの保持要素は直径上の互いに反対側にある。
【００１０】
　本発明はタワーを具備した無線標識システム、およびタワーに搭載された、これまでに
記載された装置にも関する。
【００１１】
　本発明は、タワーと、タワーの周囲の少なくとも一部上に、好適にタワーの全周上に巻
き付けられることが可能な、少なくとも１つの太陽光発電モジュールを具備した電気エネ
ルギ発生ユニットと、を具備した無線標識システムにも関する。無線標識システムは、タ
ワーに締結された少なくとも１つの光エネルギ発生ユニットを含み、各光エネルギ発生ユ
ニットは、外周を備えたハウジングと、少なくとも１つの電気エネルギ発生ユニットによ
り発生した電気エネルギを蓄電するための部材と、蓄電部材の蓄電を調整するための調整
部材と、蓄電部材により電力供給される光放出部材であって、ハウジングの外周上に延び
た光放出部材と、を具備している。
【００１２】
　さらに本発明は、これまでに記載された装置をタワーに搭載するための方法にも関し、
この方法は、太陽光発電モジュールをタワーに巻き付けるステップと、ハウジングを太陽
光発電モジュール上に組み付けるステップと、を含んでいる。
【００１３】
　本発明の他の特徴および利点は、図を参照するとともに、単なる一例として提供された
以下の本発明の一実施形態の記載を読むことにより明確になるだろう。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】タワーの一部およびタワーに搭載された第１実施形態による無線標識装置を含ん
だ無線標識システムを示した図である。
【図２】図１の一部を拡大した図である。
【図３】上部に載置される要素を除いた、図２に見られたハウジングを示した図である。
【図４】図１によるシステムの断面を示した図である。
【図５】別の例による無線標識システムの断面を示した図である。
【図６】さらに別の例による無線標識システムの断面を示した図である。
【図７】別の無線標識システムの断面の例を示した図である。
【図８】別の例による無線標識システムの断面を示した図である。
【図９】別の例による無線標識システムの断面を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　無線標識システム１０が図１に示されている。
【００１６】
　空路、鉄道路、水路、道路または歩行者路の交通における標識は、固定のもしくは浮遊
のマークのセットを参照するか、またはすべての手段、特に光手段を使用して、危険の信
号を送るもしくは続く経路を示すために載置された標識を参照する。
【００１７】
　したがって、標識との用語は、集約された散乱光源による情報の存在を示す方法を参照
しており、情報の一部の表示のコントラストを改良して、これにより暗いまたは光の少な
い場所においても良好な可読性を保証することを可能にしている。
【００１８】
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　したがって、無線標識システム１０は、特定の位置、危険の発生した場所、アクセスポ
イント、または特定の情報を示すことが可能である。
【００１９】
　無線標識システム１０は、タワー１２およびタワー１２に搭載された無線標識装置１４
を含んでいる。
【００２０】
　タワー１２は円筒形である。
【００２１】
　定義により、円筒形は円筒面および２つの厳密に平行な平面により形成された立体であ
る。円筒面は母線と称される直線により形成された空間内の面であり、母線は案内曲線と
称される閉じた平面曲線を描いた動点を通過し、固定の方向を維持している。案内曲線に
より形成された面は、これ以降円筒のベースと称される。
【００２２】
　図１の例によれば、母線はいわゆる軸方向に沿って延びている。図１において、軸方向
は軸Ｚにより象徴されている。
【００２３】
　さらに、タワー１２のベースは任意の形状を備え得る。
【００２４】
　図１の場合、タワー１２のベースは円盤形状である。
【００２５】
　タワー１２にベースの直径は、例えば７０ｍｍ（ミリメートル）～３００ｍｍの間に含
まれている。
【００２６】
　代替的に、タワー１２のベースは楕円形である。
【００２７】
　さらに別の代替案によれば、タワー１２のベースは長方形、正方形、三角形、または４
つよりも多い辺を備えた多角形である。五角形または六角形は、４つよりも多い辺を備え
た多角形の例である。
【００２８】
　代替的に、タワー１２は円錐形である。
【００２９】
　定義により、円錐は平面により、および母線と称される直線により形成された立体であ
り、母線は、頂点と称される固定点および案内曲線と称される曲線を描いた動点を通過し
、平面は頂点を含まず、すべての母線に割線されている。
【００３０】
　図１の例によれば、タワー１２は中空であり、すなわちタワー１２は空の内側空間を形
成したチューブ形状である。
【００３１】
　無線標識装置１４は周囲を照らすことが可能であり、タワー１２は、無線標識装置１４
のためのサポートとして寄与している。
【００３２】
　特定の一実施例によれば、無線標識装置１４は光の情報を放出することが可能である。
【００３３】
　代替的に、無線標識装置１４は、例えば経路を示すような視覚情報の一部を示すことを
目的とされている。
【００３４】
　一実施例によれば、無線標識装置１４は、情報の特定の一部を示すことを目的とされて
いる。
【００３５】
　代替的に、無線標識装置１４は、危険の存在の警告を提供することを目的とされている
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。
【００３６】
　無線標識装置１４は、電気エネルギ発生ユニット１６および光エネルギ発生ユニット１
８を含んでいる。簡素化の理由により、これ以降電気エネルギ発生ユニットは単に電気ユ
ニット１６と称され、一方で光エネルギ発生ユニット１８は光ユニット１８と称される。
【００３７】
　電気ユニット１６は電気エネルギを発生して、光ユニット１８に電力供給することが可
能である。
【００３８】
　電気ユニット１６は、太陽光発電モジュール２０およびタワー１２上に太陽光発電モジ
ュール２０を保持するための支持体２２を含んでいる。
【００３９】
　定義により、太陽光発電モジュールは太陽光センサまたは太陽光パネルである。さらに
、太陽光発電モジュールは、互いに電気的に接続された一式の太陽光発電セルを含んだ交
流発電機であり、モジュールは太陽エネルギからの電気を供給することに寄与している。
【００４０】
　図１の実施例によれば、太陽光発電モジュール２０は有機タイプの太陽光発電モジュー
ルである。このことは、起電モジュールが特定の太陽光発電セル、少なくとも有機分子か
ら構成された活性層を含んでいることを意味している。結果的に、太陽光発電セルに関す
る太陽光発電効果は、半導体材料の特性を使用して得られている。
【００４１】
　半導体が、炭素原子と水素原子との間の共有結合、炭素原子と窒素原子との間の共有結
合、または炭素原子と酸素原子との間の結合から構成されたグループに属した少なくとも
１つの結合を含んでいる場合、半導体は有機体であると考えられている。
【００４２】
　有機太陽光発電モジュールは、互いに隣り合い且つ直列または並列に接続された、少な
くとも２つの個別化された太陽光発電セルを具備したアセンブリである。有機太陽光発電
モジュールの形式は、基板上に積層されたフィルムストリップの積層パターンを含んでい
る。
【００４３】
　フィルムは、比較的薄い厚さを有する材料または混合材料から形成された均質且つ連続
的な層である。比較的薄い厚さとは、５００ミクロン以下の厚さを参照している。
【００４４】
　例えば、太陽光発電モジュールの構成は、０．５ｍｍ～４．５ｍｍの間に含まれた幅の
中間帯領域により分離された、９．５ｍｍ～１３．５ｍｍの間に含まれた幅を有し、バン
ドおよび中間帯領域の全幅は１４ｍｍであるストリップを含んでいる。モジュールは、異
なった被覆または印刷方法を使用した複数層の積層から形成されている。
【００４５】
　有機太陽光発電モジュールの使用は、比較的薄い発電機を有することを可能にしており
、比較的薄いとは５００ミクロン以下、または３００ミクロン以下の厚さを参照し、これ
により軽量であり、切断によりそのサイズの受注生産を可能とし、モジュールの統合環境
への即座の取付けを可能にした機械的柔軟性を有する。
【００４６】
　代替的に、太陽光発電モジュール２０は、非晶質シリコン製の可撓性モジュールである
。
【００４７】
　図１の実施例によれば、太陽光発電モジュール２０はさらに、タワー１２の周囲の少な
くとも一部の周りに巻き付けられることが可能である。タワー１２の周囲は、タワー１２
の円筒面に対応している。
【００４８】
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　好適に、図１の特別な場合において、太陽光発電モジュール２０は、タワー１２の全周
にわたって巻き付けられている。
【００４９】
　太陽光発電モジュール２０のセルは垂直軸Ｚに直交、すなわち水平に配置され、これに
より光源（通常は太陽）が一日の経路上を移動した場合にも完全に日陰になることは無く
、それにより装置１４への連続的な給電を可能にしている。
【００５０】
　このことは、全方向において光を収集することを可能にしている。したがって、非可撓
性の技術とは異なり、太陽光発電モジュール２０が一日を通して光を受容するための太陽
追尾器を使用する必要がない。
【００５１】
　太陽光発電モジュール２０の寸法は、太陽光発電モジュール２０の電気的性能を決定し
ている。結果的に、太陽光発電モジュール２０の寸法は、光源１８が必要とするエネルギ
、および装置１４が搭載された地理的場所の平均日照に基づいて決定されている。
【００５２】
　例えば、毎時５ワットの日常的消費を有する光ユニット１８に関して、太陽光発電モジ
ュール２０の平均発電量は、光源１８が必要なエネルギの少なくとも２倍、すなわち毎時
１０ワットと考えられ、それは、その必要性が最も低い日照の日に遭遇した場合でも確実
とするためである。例えば、ピークで６０Ｗ／ｍ２の太陽光発電モジュール２０の電気性
能レベルに関して、Ｚ軸方向に沿って６００ｍｍの寸法が所望のエネルギ必要量に合致す
ることが決定され得る。
【００５３】
　太陽光発電モジュール２０がタワー１２の周りに巻き付けられた場合、太陽光発電モジ
ュール２０は、Ｚ軸方向に沿って１０ｍｍ～１ｍの間に含まれた寸法を有する領域を、タ
ワー１２上に形成する。
【００５４】
　図１の実施例によれば、タワー１２上の太陽光発電モジュール２０により形成された領
域は、Ｚ軸方向に沿って６００ｍｍの寸法を有する。
【００５５】
　例えば、約６００ｍｍの寸法の太陽光発電モジュールの４５０ｍｍを使用することを考
慮することが可能である。
【００５６】
　次に、太陽光発電モジュール２０に関して、遠位端部２４および近位端部２６が形成さ
れ、遠位端部２４は光ユニット１８から最も遠い端部である。
【００５７】
　図１の特別な場合においては、各端部２４および２６は、タワー１２の曲線（目の前の
場合においては円）に一致している。
【００５８】
　支持体２２は、タワー１２の周囲の少なくとも一部上に、好適に図１に示されたように
タワー１２の全周上に巻き付けられた太陽光発電モジュール２０を保持することが可能で
ある。
【００５９】
　支持体２２は、太陽光発電モジュール２０、リング３０、および保持要素３２、３４を
保護することが可能である。
【００６０】
　保護壁２８は、外側から太陽光発電モジュール２０を隔離することが可能である。特に
、保護壁２８は、太陽光発電モジュール２０を損傷し得る悪天候から、太陽光発電モジュ
ール２０を保護することが可能である。
【００６１】
　図１の実施例によれば、保護壁２８は太陽光発電モジュール２０の全体を覆い、これに
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より太陽光発電モジュール２０上に配置された被覆層を形成している。
【００６２】
　さらに、図示された特別な場合によれば、保護壁２８はフィルムの形式を想定している
。
【００６３】
　非限定的な実施例として、保護壁２８は、ポリメチルメタクリレート樹脂（ＰＭＭＡ）
、ガラス、または透明な樹脂の中から選択された材料から形成されている。
【００６４】
　リング３０は、把持リングまたは仕上げリングとして作用することが可能である。
【００６５】
　リング３０は、太陽光発電モジュール２０の遠位端部２４に配置されている。
【００６６】
　リング３０は、Ｚ軸方向に直交した平面内において延びている。そのような平面は、記
載の連続性において径方向面として記載されている。
【００６７】
　リング３０は円形である。
【００６８】
　図１の実施例によれば、リング３０はプラスチックから形成されている。
【００６９】
　別の実施形態によれば、リング３０は金属、特に鋼またはアルミニウムから形成されて
いる。
【００７０】
　代替的に、リング３０は、ゴムまたは樹脂のような可撓性材料から形成されている。
【００７１】
　２つの保持要素３２、３４は、リング３０を光ユニット１８に接続することが可能であ
る。
【００７２】
　さらに、２つの保持要素３２、３４は、保護壁２８のシール機能を発揮させることが可
能である。
【００７３】
　図１の実施例によれば、２つの保持要素３２、３４は、太陽光発電モジュール２０の遠
位端部２６と、太陽光発電モジュール２０の近位端部と、の間に延びている。
【００７４】
　図１に示されたように、２つの保持要素３２、３４は直線的である。
【００７５】
　さらに、２つの保持要素３２、３４は、タワー１２に関して径方向の反対側に配置され
ている。
【００７６】
　例えば、２つの保持要素３２、３４の各々は可撓性材料から形成されている。概して、
ゴムまたはシリコーンシールと考えることが可能である。
【００７７】
　光ユニット１８は、タワー１２上に締結されるように構成されている。
【００７８】
　光ユニット１８は、タワー１２の周囲環境のために発光機能を発揮することが可能であ
る。
【００７９】
　光ユニット１８は、電気エネルギ管理機能および電気エネルギ貯蔵機能を発揮すること
も可能である。
【００８０】
　光ユニット１８は、ハウジング３６、蓄電部材３８、調整部材４０、および光放出部材
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４２を含んでいる。
【００８１】
　図２においては、蓄電部材３８および調整部材４０は、可読性の理由により破線によっ
て示されており、それらはハウジング３６の中央に配置されている。図２に示された位置
は純粋に概略的であり、蓄電部材３８および調整部材４０がタワー１２の周囲であること
を、当業者は理解するだろう。
【００８２】
　ハウジング３６は、本体４４、保護壁４６、蓄電部材３８、および調整部材４０を含ん
でいる。
【００８３】
　本体４４は、上部４８、下部５０、および上部４８と下部５０とにより形成された中間
部５２を備えている。
【００８４】
　中間部５２は、円形ベースを備えた円筒形状である。円筒の母線は、少なくとも１５０
ｍｍの高さを超えて延び、好適に１５０ｍｍ～２５０ｍｍの間に含まれている。好適に、
円筒の母線の高さは、２００ｍｍに等しい。
【００８５】
　本体４４は、第１部分５４および第２部分５６の二部品を備えている。
【００８６】
　好適に、第１部分５４および第２部分５６は略同一であり、これにより各部分５４、５
６は半円筒形である。
【００８７】
　第１部分５４は第２部分５６に接続されている。
【００８８】
　例えば、図３に示されたように、第１部分５４は、ネジ－ナットシステムにより第２部
分５６に接続されている。
【００８９】
　代替的に、「クリップシステム」または「雄」－「雌」埋め込みシステムも考慮され得
る。
【００９０】
　一実施形態においては、第１部分５４は、Ｚ軸方向に直交した方向において、「雄」－
「雌」埋め込みシステムにより第２部分５６に接続されるように構成されている。
【００９１】
　代替的に、第１部分５４と第２部分５６との間の機械的接続に寄与したシステムは、調
整部材４０と蓄電部材３８との間の電気的接続を確立することも可能にしている。この目
的のために、例えば第１部分５４および第２部分５６の各々は導電性トラック部を含み、
２つの導電性トラック部は、機械的接続の確立により、導電性トラックを形成する。
【００９２】
　第１部分５４と第２部分５６とが接続された場合、本体４４は、タワー１２に相補的な
形状を備えた中央凹部５８を形成する。
【００９３】
　代替的に、凹部５８は２つの部分５４、５６のうちの１つのみ、例えば第２部分により
形成されている。
【００９４】
　本体４４はプラスチック材料製である。
【００９５】
　別の実施例によれば、本体４４は金属、例えば鋼またはアルミニウムから形成されてい
る。
【００９６】
　別の実施例によれば、本体４４はゴムまたは樹脂のような可撓性材料から形成されてい



(10) JP 6647304 B2 2020.2.14

10

20

30

40

50

る。
【００９７】
　上部４８はシールを含んでいる。
【００９８】
　シールは、可撓性ゴムシート、ゴムプロファイル、またはシリコーンシールのような材
料から形成されている。
【００９９】
　中間部５２は、光放出部材４２、光放出部材４２の第１保護壁６２、保護壁６４のシー
ル、および管理部材の保護壁６６を含んでいる。
【０１００】
　代替的に、中間部５２は、少なくとも２つの光放出部材４２、および少なくとも１つの
、光放出部材４２の保護壁を含んでいる。ある場合では、中間部５２は隆起されて、これ
によりすべての光放出部材４２を保護している。
【０１０１】
　別の代替案によれば、保護壁６２は画像または文章を含み、これらの画像または文章は
使用者の注意を惹きつける情報に対応している。
【０１０２】
　第１保護壁６２は、ポリカーボネイト材料製である。
【０１０３】
　第１保護壁６２は、代替的にガラス製である。
【０１０４】
　別の実施例によれば、第１保護壁６２は、透明な樹脂製である。
【０１０５】
　第２保護壁６６はプラスチック製であり、プラスチックは不透明であっても不透明でな
くてもよい。
【０１０６】
　代替的に、第２保護壁６６はポリカーボネイト製である。
【０１０７】
　別の実施例によれば、第２保護壁６６はガラス製である。
【０１０８】
　さらに別の実施例によれば、第２保護壁６６は、鋼またはアルミニウムのような金属製
である。
【０１０９】
　蓄電部材３８は、電気ユニット１６により発生した電気エネルギを蓄積することが可能
である。
【０１１０】
　例えば、蓄電部材３８はリチウムイオン電池である。
【０１１１】
　蓄電部材３８の容量は、光ユニット１８のエネルギ必要量に基づいて決定されている。
【０１１２】
　蓄電部材３８の容量は、例えば２０００ｍＡｈ（ミリアンペアアワー）である。
【０１１３】
　調整部材４０は、蓄電部材３８の蓄電を調整することが可能である。
【０１１４】
　一実施例として、調整部材４０は、電池の充電状態（ＳＯＣ）を測定することが可能で
ある。
【０１１５】
　光放出部材４２は、蓄電部材３８により電力供給されている。
【０１１６】
　図１の実施例によれば、光放出部材４２は、ハウジング３６の周囲を越えて延びている
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。
【０１１７】
　図１の実施例によれば、光放出部材４２は、シールが配置されてシールに寄与した位置
を除いて、実質的にハウジング３６の全周を越えて延びたストリップ光源である。
【０１１８】
　例として、限定的ではないが、光放出部材４２は、一式の発光ダイオード（ＬＥＤ）で
ある。
【０１１９】
　例えば、発光ダイオードは、タワー１２を取り囲んだ線に沿ってＺ軸方向の周りに分配
されている。一実施形態によれば、前述の線はＺ軸方向に直交した平端な円盤を形成して
いる。
【０１２０】
　一実施形態によれば、発光ダイオードは線に沿って角度的に均等に分配されており、す
なわち各発光ダイオードは２つの最も接近した発光ダイオードから等距離にある。換言す
ると、２つの連続した発光ダイオードおよびタワー１２の軸により形成された角度の各々
は、他のそのようにして形成された角度と等しい。
【０１２１】
　発光ダイオードは、例えばハウジング３６の周に沿って分配され、これにより３６０°
にわたってタワー１２を取り囲んでいる。したがって、視認者に対するＺ軸方向の周りの
ハウジング３６の向きにかかわらず、少なくとも１つの発光ダイオードがいかなる場合で
も視認者に対して可視的である。
【０１２２】
　代替的に、発光ダイオードは、Ｚ軸方向の周りにタワー１２を取り囲んだ少なくとも２
つの線に沿って分配されている。
【０１２３】
　例えば、発光ダイオードは、各線に沿って角度的に均等に分配されている。同一の線内
の２つの連続した発光ダイオードおよびタワー１２の軸により形成された角度は、角度値
を有する。角度値は、例えば考慮された各線に関して同一である。代替的に、少なくとも
１つの線に関連した角度値は、少なくとも１つの他の線に関連した角度値とは異なってい
る。
【０１２４】
　一実施形態によれば、各線の発光ダイオードは、ハウジング３６の周の一部に沿って分
配されている。
【０１２５】
　例えば、各線の発光ダイオードは、６０°～１８０°の間に含まれた角度上に分配され
ている。このことは、線に属した第１発光ダイオードを横切った第１セグメントおよびタ
ワー１２の軸、ならびに同じ線に属する第２発光ダイオードを横切った第２セグメントお
よびタワー１２の軸により形成された角度が、６０°～１８０°の間に含まれ、２つの考
慮された発光ダイオードは、それらの間の最大の角度を形成した発光ダイオードであるこ
とを意味している。
【０１２６】
　結果として、装置１４は方向の信号伝達に適している。このことは、発光ダイオードが
、観測者に対してハウジング３６の所定の向きに関してのみ視認可能であることを意味し
ている。
【０１２７】
　装置１４の動作がここに記載される。
【０１２８】
　作動中に、装置１４は完全に自立的であり、それは、日中は太陽が太陽光発電モジュー
ルを照らすためである。太陽光発電モジュール２０は、太陽からの光エネルギを電気エネ
ルギに変換する。
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【０１２９】
　太陽光発電モジュール２０により生じる電気エネルギは、次に蓄電部材３８に蓄電され
る。
【０１３０】
　（例えば夜に）点灯が所望された場合、蓄電部材３８は光放出部材４２に電力供給する
。そして、光放出部材４２は発光する。
【０１３１】
　装置１４は、比較的軽量である利点を有する。装置１４の総重量は５キログラム、概し
て４キログラム付近である。
【０１３２】
　光放出部材４２の電力供給は、さらに自立的且つ再生可能でありそれは太陽エネルギを
使用しているためである。
【０１３３】
　装置１４は、任意の形状（円形ベース、楕円形ベース、または多角形ベースを備えた筒
形）を備えた任意のタイプのタワー１２にさらに適合している。
【０１３４】
　さらに、装置１４は任意の高さに搭載可能である。
【０１３５】
　そのような装置１４の配置は、装置１４が搭載されたタワー１２に任意の影響および／
または任意の劣化を与える原因とならない。
【０１３６】
　タワー１２上の太陽光発電モジュール２０の配向に関係なく、光は太陽光発電モジュー
ル２０により捕捉される。
【０１３７】
　さらに、無線標識および光の対照は、システム１０を見る任意の位置の人に関して視認
可能である。
【０１３８】
　さらに、装置１４は、特に多様な壁により外側からの攻撃に対して保護されている。
【０１３９】
　さらに、タワー１２上への搭載および取外しは容易であり、このことは装置１４の保守
を容易にしている。
【０１４０】
　一例として、この容易な搭載および／または取り外しは、タワー１２への装置の搭載に
関する方法と共に図示され得る。
【０１４１】
　例えば、そのような方法は以下のステップを含んでおり、それらは、タワー１２に太陽
光発電モジュール２０を巻き付けるステップ、ハウジング３６の２つの部品５４および５
６を組み立て、ハウジング３６をタワー１２に締結するステップ、ハウジング３６の２つ
の部品５４および５６の一方に収容された蓄電部材３８を、ハウジング３６の２つの部品
５４および５６の他方に収容された調整部材４０と電気的に接続するステップ、である。
【０１４２】
　この方法は、太陽光発電モジュール２０と調整部材４０との間の電気的接続を生じさせ
るステップ、光放出部材４２と調整部材４０との間の電気的接続を生じさせるステップ、
支持体２２を組み立てるステップ、支持体２２をハウジング３６内に締結するステップ、
および支持体の一部である（複数の）リングを締め付けるステップ、も含んでいる。
【０１４３】
　したがって、その方法は、従来技術の方法よりもはるかに容易に実行されることが明確
に示されており、それは、装置１４に特有の要素のみが、装置１４のタワー１２への搭載
に組み込まれているためである。
【０１４４】
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　さらに、装置１４は容易に設定可能である利点を有する。
【０１４５】
　そのような設定可能性は装置１４の進化を特に可能にしている。場合により、そのよう
な進化は異なった形式をとる。特に、光ユニット１８の数の変化が考えられ、各光ユニッ
トは異なった機能を発揮することが可能である。概して、１つの光ユニット１８は無線標
識機能を発揮し、一方で他の光ユニット１８は情報光機能を発揮する。
【０１４６】
　別の実施例によれば、電気ユニット１６の数の変化は、（複数の）光ユニット１８のエ
ネルギの必要性に適合可能である。そのような適合は、特に光ユニット１８を追加した場
合の有用性、または装置１４の（複数の）光ユニット１８のエネルギの必要性の初期的な
少量化となる。
【０１４７】
　装置１４の設定可能性は、例えば図５～図７に示されている。
【０１４８】
　図５の実施例においては、装置１４は、図１の実施例のような単一の電気ユニット１６
に代えて、２つの電気ユニット１６を含んでいる。
【０１４９】
　図示された構成においては、光ユニット１８は２つの電気ユニット１６の間に配置され
ている。
【０１５０】
　図６の実施例においては、装置１４は、図１の実施例のような単一の電気ユニット１６
に代えて、２つの電気ユニット１６を含んでいる。
【０１５１】
　図示された構成においては、２つの電気ユニット１６は光ユニット１８に対して同じ側
に配置されている。
【０１５２】
　図７の実施例においては、装置１４は、図１の実施例のような単一の光ユニット１８に
代えて、２つの光ユニット１８を含んでいる。
【０１５３】
　図示された構成においては、電気ユニット１６は２つの光ユニット１８の間に配置され
ている。
【０１５４】
　装置１４のそのような設定可能性は、異なったユニット１４および１６が、一方のユニ
ット１４、１６の突出部を別のユニット１４、１６の対応した溝内に嵌めこむことにより
結合され得るということによって可能とされている。
【０１５５】
　これまでに説明したように、装置１４の設定可能性は、すでにタワー１２の所定の位置
にある装置１４の使用による変化の必要性に容易に適応することが可能である。例えば、
変化の必要性は、タワー１２の機能における変化および／またはエネルギの必要性の変化
に対応している。新しい必要性への適応は、装置１４の単純な進化により実行され得る。
例えば、追加の光ユニット１８は、発生する光の量の増大のために追加される。
【０１５６】
　さらに、一代替案によれば、装置１４は複数の光放出部材を含み、これらの光放出部材
の１つは、ハウジング３６の周囲上に延びた光放出部材４２である。
【０１５７】
　図８は、本発明による装置１４の別の例示的な実施形態を示している。図１の第１実施
形態と同一の要素は、再度は記載されていない。差異のみが示されている。
【０１５８】
　上部４８は外側面６８および内側面７０を備えている。
【０１５９】
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　上部４８は、外側面６８によっておよび内側面７０によって、Ｚ軸に直交した面内に形
成されている。
【０１６０】
　上部４８は第１トラック７２、第２トラック７４、第１コネクタ７６、第２コネクタ７
８、およびシール７９を含んでいる。
【０１６１】
　外側面６８および内側面７０のうち、内側面７０は、無線標識装置１４がタワー１２に
搭載された場合に、タワー１２に最も接近した面である。
【０１６２】
　タワー１２が円筒形である場合、無線標識装置１４がタワー１２に搭載された際に、内
側面７０はタワー１２と接触する。
【０１６３】
　内側面７０は第１部分８０、ショルダ８２、および第２部分８４を備えている。
【０１６４】
　第１部分８０および第２部分８４のうち、第１部分８０はＺ軸方向に沿って中間部５２
に最も接近している。
【０１６５】
　タワー１２が円筒形である場合、無線標識装置１４がタワー１２に搭載された際に、第
１部分８０はタワー１２に接触して支えるように設けられている。
【０１６６】
　例えば、第１部分８０は円形ベースを備えた円筒形状であり、第１部分８０の母線は、
Ｚ軸方向に平行である。
【０１６７】
　第１直径Ｄ１は、第１部分８０に関して定義されている。第１直径Ｄ１は、例えば７０
ｍｍ～３００ｍｍの間に含まれている。
【０１６８】
　ショルダ８２は、第１部分８０および第２部分８４により、Ｚ軸方向に直交した平面内
に形成されている。
【０１６９】
　円筒部の場合、「ショルダ」は、その部分の母線に直交した面を示した部分の断面の変
化を参照している。
【０１７０】
　ショルダ８２は円筒ベースを備えた環状であり、すなわちショルダ８２は、同一平面上
且つ同心の、異なった直径を有する２つの円により形成された平坦面である。ショルダ８
２はＺ軸方向に直交している。
【０１７１】
　ショルダ８２は、太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載
された場合に、太陽光発電モジュール２０の近位端部２６がＺ軸方向に沿ってショルダ８
２に接触して支持されるように設けられている。
【０１７２】
　第１部分８０および第２部分８４のうち、第２部分８４はＺ軸方向に沿って中間部５２
から最も離れている。
【０１７３】
　第２部分８４は円形ベースを備えた円筒形であり、第２部分８４の母線はＺ軸方向に平
行である。
【０１７４】
　第２直径Ｄ２は、第２部分８４に関して定義されている。
【０１７５】
　第２直径Ｄ２は、第１直径Ｄ１よりも完全に大きい。第２直径Ｄ２は、例えば７５ｍｍ
～３１０ｍｍの間に含まれている。
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【０１７６】
　第２部分８４は、ショルダ８２およびシール７９により、Ｚ軸方向に沿って形成されて
いる。
【０１７７】
　第２部分８４は、太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載
された場合に、太陽光発電モジュール２０の近位端部２６がＺ軸方向に直交した平面内に
おいて、第２部分８４により取り囲まれるように設けられている。
【０１７８】
　第１トラック７２は、導電性ストリップである。例えば、第１トラック７２は銅のよう
な金属材料から形成されている。代替的に、第１トラック７２は、アルミニウムまたは銀
のような別の導電性材料から形成されている。
【０１７９】
　第１トラック７２は第２部分８４により支持されている。
【０１８０】
　第１トラック７２は、第１長さＬ１、第１幅ｌ１、および第１厚さｅ１を有する。
【０１８１】
　第１長さＬ１は、第２部分８４の周囲に沿って測定されている。換言すると、第１長さ
Ｌ１は、Ｚ軸に直交した平面上への第１トラック７２の直交投影の、湾曲した全体により
測定された長さである。
【０１８２】
　第１長さＬ１は、第２直径Ｄ２と数値πとの積の半分以上の大きさである。
【０１８３】
　第１幅ｌ１はＺ軸方向に沿って測定されている。第１幅ｌ１は均一であり、すなわち第
１幅ｌ１は第１トラック７２のすべての位置において同一である。第１幅ｌ１は２ｍｍ～
３ｍｍの間に含まれている。
【０１８４】
　第１厚さｅ１は径方向に沿って測定されている。「径方向」は、第２部分８４の軸に直
交し且つ第２部分８４の軸を横断したセグメントに平行な方向を参照しており、その位置
において厚さが測定されている。第１厚さｅ１は均一である。第１厚さｅ１は、０．５ｍ
ｍ～２ｍｍの間に含まれている。
【０１８５】
　一実施形態によれば、第１トラック７２は第２部分８４に準拠しており、すなわち第１
トラック７２は第２部分８４と接触して、第２部分８４の形状と合致している。
【０１８６】
　例えば、第１トラック７２は環状ベースを備えた円筒であり、第１トラック７２の軸は
Ｚ軸方向に平行である。
【０１８７】
　環状または円形ベースを備えた円筒の軸は、円筒の母線に平行な且つ円筒のガイド曲線
を形成した円または環の中心を縦走した直線であるとして定義されている。
【０１８８】
　第１トラック７２は、例えば２つのトラック部分から形成され、各トラック部分は、第
１部分５４および第２部分５６の一方により支持されている。
【０１８９】
　第２トラック７４は導電性ストリップである。例えば、第２トラック７４は銅のような
金属材料から形成されている。代替的に、第１トラック７２はアルミニウムまたは銀のよ
うな別の導電性材料から形成されている。
【０１９０】
　第２トラック７４は第２部分８４により支持されている。
【０１９１】
　第２トラック７４は第２長さＬ２、第２幅ｌ２、および第２厚さｅ２を有する。
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【０１９２】
　第２長さＬ２は、第２部分８４の周囲に沿って測定されている。換言すると、第２長さ
Ｌ２は、Ｚ軸方向に直交した平面上への第２トラック７４の直交投影の、湾曲した全体に
より測定された長さである。
【０１９３】
　第２長さＬ２は、第２直径Ｄ２と３．１４にほぼ等しい数値πとの積の半分以上の大き
さである。
【０１９４】
　第２幅ｌ２はＺ軸方向に沿って測定されている。
【０１９５】
　第２幅ｌ２は均一であり、すなわち第２幅ｌ２は、第２トラック７４のすべての位置に
おいて同一である。第２幅ｌ２は２ｍｍ～１０ｍｍの間に含まれている。
【０１９６】
　第２厚さｅ２は、Ｚ軸方向に直交した方向において測定されている。第２厚さｅ２は均
一である。第２厚さｅ２は０．５ｍｍ～２ｍｍの間に含まれている。
【０１９７】
　第２トラック７４は第２部分８４に準拠している。例えば、第２トラック７４は環状ベ
ースを備えた円筒であり、第２トラック７４の軸はＺ軸方向に平行である。
【０１９８】
　例えば、第２トラック７４は２つのトラック部分の結合により形成されており、各トラ
ック部分は第１部分５４および第２部分５６の一方により支持されている。
【０１９９】
　第２トラック７４は、第１トラック７２とショルダ８２との間の挿入されている。
【０２００】
　第２トラック７４は、第１トラック７２に電気的に接続されていない。
【０２０１】
　例えば、第１トラック７２および第２トラック７４は互いに平行であり、第１トラック
７２と第２トラック７４との間の距離はＺ軸方向に沿って測定され、１ｍｍ以上の大きさ
である。
【０２０２】
　第１コネクタ７６は、第１トラック７２を蓄電部材３８または調整部材４０に電気的に
接続するように構成されている。
【０２０３】
　第２コネクタ７８は、第２トラック７４を蓄電部材３８または調整部材４０に電気的に
接続するように構成されている。
【０２０４】
　シール７９は、第１トラック７２および第２トラック７４を上部４８の外側から隔離す
るように構成されている。
【０２０５】
　シール７９は、上部４８と太陽光発電モジュール２０との間にシールを設けるように構
成されている。特にシール７９は、太陽光発電モジュール２０の外側に沿って下向きの水
流が、第１トラック７２または第２トラック７４に到達することを防止するように構成さ
れている。
【０２０６】
　太陽光発電モジュール２０は、陽極および陰極を含んでいる。
【０２０７】
　太陽光発電モジュール２０は、太陽光発電モジュール２０が太陽に照射された場合に、
陽極と陰極との間に電位差を与えるように構成されている。
【０２０８】
　近位端部２６は、図８において透明であるように示されている。
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【０２０９】
　支持体２２は第３コネクタ８６および第４コネクタ８８を含んでいる。
【０２１０】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、支持体２２に締結されている。例
えば第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、支持体２２に接着されている。
代替的に、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、支持体２２の剛体部分に
内包されている。
【０２１１】
　第３コネクタ８６は、第１トラック７２を陽極および陰極のうちの一方に電気的に接続
するように構成されている。
【０２１２】
　第４コネクタ８８は、第２トラック７４を陽極および陰極のうちの他方に電気的に接続
するように構成されている。
【０２１３】
　例えば、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、ケーブルにより対応した
電極に接続されている。接続ケーブルはコネクタ８６、８８および対応した電極に例えば
溶接されている。
【０２１４】
　代替的に、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、フレキシブル印刷回路
基板により対応した電極に接続されている。
【０２１５】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、太陽光発電モジュール２０とその
支持体２２とが上部４８に対してＺ軸方向周りに相対回転可能であるように構成されてい
る。
【０２１６】
　例えば、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、太陽光発電モジュール２
０と上部４８とのＺ軸方向周りの相対回転の際に、弾性変形するように構成されている。
【０２１７】
　図８の実施例によれば、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、長方形金
属舌片から形成されて、基準を形成するように曲げられている。
【０２１８】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、金属材料から形成されている。例
えば、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、導電性材料から形成されてい
る。導電性材料は、例えば銅、銀、およびアルミニウムから成るセットから選択されてい
る。
【０２１９】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、第３部分９０、第４部分９２、第
５部分９４、および第６部分９６を含んでいる。
【０２２０】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、第２部分８４の周囲に沿って測定
された幅を有し、その幅は２ｍｍ～１０ｍｍの間に含まれている。
【０２２１】
　各第３部分は平行六面体である。第３部分はＺ軸方向に沿って測定された長さを有し、
その長さは２０ｍｍ～５０ｍｍの間に含まれている。
【０２２２】
　太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載された場合、各第
３部分９０は近位端部２６とタワー１２との間に挿入される。
【０２２３】
　各第４部分９２は平行六面体である。各第４部分９２は、第３部分９０および第５部分
９４により形成されている。各第４部分９２は、対応した第３部分９０に直交している。
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各第４部分９２は、Ｚ軸方向に直交している。各第４部分９２は径方向に測定された長さ
を有し、その長さは２ｍｍ～１０ｍｍの間に含まれている。
【０２２４】
　太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載された場合、各第
４部分９２は近位端部２６とショルダ８２との間に挿入される。
【０２２５】
　太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載された場合、各第
５部分９４は近位端部２６と第２部分８４との間に挿入される。
【０２２６】
　各第５部分９４は、第１縁部９８および第２縁部１００により形成されている。
【０２２７】
　各第１縁部９８は、対応した第４部分９２および第５部分９４の両方に属している。
【０２２８】
　各第２縁部１００は、対応した第５部分９４および第６部分９６の両方に属している。
【０２２９】
　各第３コネクタ８６および各第４コネクタ８８に関して、径方向における第２部分８４
の軸からの最遠位置は、対応した第２縁部１００に属している。換言すると、第２部分８
４の軸を含み且つ第１縁部９８を第２縁部１００に接続した平面内に含まれたセグメント
は、同一平面内に含まれた第４部分９２のセグメント共に、９０°よりも完全に大きい角
度を形成している。考えられる角度は、２つの考えられるセグメントにより形成された２
つの角度のうちで最小である。
【０２３０】
　各第２縁部１００は、第１トラック７２および第２トラック７４のうちの１つに接触し
て位置している。
【０２３１】
　第５部分９４は、第３部分９０、第４部分９２、および第６部分９６のそれぞれと共に
、近位端部２６を少なくとも部分的に取り囲んだ凸状空間を形成している。
【０２３２】
　第６部分９６は端部を備えている。第６部分９６の端部は第２縁部１００の反対側であ
る。
【０２３３】
　第６部分９６は第２縁部１００により、および第６部分９６の端部により形成されてい
る。
【０２３４】
　第６部分９６の端部は、近位端部２６に接触して位置している。
【０２３５】
　したがって、各第６部分９６は、対応した電極および対応したトラック７２、７４を電
気的に接続するように構成されている。
【０２３６】
　第６部分９６および第５部分９４は、太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８
がタワー１２に搭載された場合に、第６部分９６および第５部分９４が弾性力を発生して
、第２縁部１００が対応したトラック７２、７４を押圧するように構成されている。
【０２３７】
　例えば、太陽光発電モジュール２０および光ユニット１８がタワー１２に搭載された場
合に、第１トラック７２および第２トラック７４の各々は第２縁部１００に対応した力を
かけて、対応した第６部分９６および第５部分９４を弾性変形させる。
【０２３８】
　そのとき、装置１４は、光ユニット１８と太陽光発電モジュール２０との間の相対回転
を許容し、一方でそれらの間の電気的接続を維持している。
【０２３９】
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　したがって、装置１４は、光ユニット１８の配向を変化させることなく太陽光発電モジ
ュール２０の配向、特に太陽光発電モジュールの太陽に対する好適な配向の変化を可能に
している。
【０２４０】
　さらに、太陽光発電モジュール２０の間の電気的接続はより小さい体積を有し、より生
産が容易であり、それは電力ケーブルの接続を想定しておらず、近位端部２６のショルダ
８２に対する容易な位置決めは、太陽光発電モジュール２０と光ユニット１８との間の電
気的接続を可能にしているためである。
【０２４１】
　本発明による装置１４の例示的な第３実施形態が、図９に示されている。図８の第２実
施形態と同一の要素は、再度は記載されていない。差異のみが図示されている。
【０２４２】
　第２部分８４は、第１ロッド１０２および第２ロッド１０４を含んでいる。
【０２４３】
　各ロッド１０２、１０４は、光ユニット１８がタワー１２に搭載された場合に、第２部
分８４からタワー１２に向かって延びた連続的なストリップ材料である。
【０２４４】
　一実施形態によれば、各ロッド１０２、１０４は少なくとも１８０°にわたってタワー
１２を取り囲んでいる。
【０２４５】
　例えば、各ロッド１０２、１０４は平行六面体セクションを備えている。
【０２４６】
　第１ロッド１０２は、第１トラック７２と第２トラック７４との間に挿入されている。
【０２４７】
　ロッド１０２、１０４は互いに協働して、光ユニット１８と太陽光発電モジュール２０
との間の相対回転の際に第３コネクタ８６をガイドし、これにより回転の際に第３コネク
タ８６が第１トラック７２と電気的に接触したままとなるように構成されている。
【０２４８】
　第１ロッド１０２はショルダ８２と協働して、光ユニット１８と太陽光発電モジュール
２０との間の相対回転の際に第４コネクタ８８をガイドし、これにより回転の際に第４コ
ネクタ８８が第１トラック７２と電気的に接触したままとなるように構成されている。
【０２４９】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は円形ベースを備えた円筒形であり、
第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々の母線は、第２部分８４の径方向に平行
である。
【０２５０】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、２ｍｍ～１０ｍｍの間に含まれた
直径を有する。
【０２５１】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、ベース１０６および接触端部１０
８を備えている。第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の各々は、ベース１０６およ
び接触端部１０８により第２部分８４の径方向に形成されている。
【０２５２】
　各ベース１０６は、対応したコネクタ８６、８８を近位端部２６に締結するように構成
されている。
【０２５３】
　各接触端部１０８は半球形である。各接触端部１０８は、太陽光発電モジュール２０お
よび光ユニット１８がタワー１２に搭載された場合に、対応したトラック７２、７４に接
触して位置するように設けられている。
【０２５４】
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　次に、ロッド１０２および１０４は、電気ユニット１６を光ユニット１８に強固に固定
することを可能にしている。ロッド１０２および１０４は、モジュール２０およびその支
持体２２をハウジング３６に対して所定の位置に維持することに寄与している。
【０２５５】
　さらに、ロッド１０２および１０４は、第３コネクタ８６および第４コネクタ８８の所
定の位置におけるより良好な保守も可能にしており、したがって、第３コネクタ８６およ
び第４コネクタ８８とトラック７２および７４との間のより信頼性の高い電気的接続を可
能にしている。
【０２５６】
　第３コネクタ８６および第４コネクタ８８とトラック７２および７４との間の接触面も
、強化されている。
【０２５７】
　別の例示的な装置１４によれば、装置はタワー１２を把持するために設けられた締結バ
ンドを含んでいる。締結バンドがタワー１２を把持した場合、例えば締結バンドはハウジ
ング３６のための支持体を形成する。
【０２５８】
　そのとき、装置１４は非円筒形のタワー、特に円錐形タワーに締結されることに特に適
したものとなる。
【符号の説明】
【０２５９】
　１０　・・・無線標識システム
　１２　・・・タワー
　１４　・・・無線標識装置
　１６　・・・電気エネルギ発生ユニット
　１８　・・・光エネルギ発生ユニット
　２０　・・・太陽光発電モジュール
　２２　・・・支持体
　２４　・・・遠位端部
　２６　・・・近位端部
　２８　・・・保護壁
　３０　・・・リング
　３２、３４　・・・保持要素
　３６　・・・ハウジング
　３８　・・・蓄電部材
　４０　・・・調整部材
　４２　・・・光放出部材
　４４　・・・本体
　４６　・・・保護壁
　４８　・・・上部
　５８　・・・中央凹部
　６２　・・・第１保護壁
　６６　・・・第２保護壁
　６８　・・・外側面
　７０　・・・内側面
　７２　・・・第１トラック
　７４　・・・第２トラック
　７６　・・・第１コネクタ
　７８　・・・第２コネクタ
　７９　・・・シール
　８０　・・・第１部分
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　８２　・・・ショルダ
　８４　・・・第２部分
　８６　・・・第３コネクタ
　８８　・・・第４コネクタ
　９０　・・・第３部分
　９２　・・・第４部分
　９４　・・・第５部分
　９６　・・・第６部分
　９８　・・・第１縁部
　１００　・・・第２縁部
　１０２　・・・第１ロッド
　１０４　・・・第２ロッド
　１０６　・・・ベース
　１０８　・・・接触端部

【図１】 【図２】
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